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回次
第72期

中間連結会計期間
第73期

中間連結会計期間
第72期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （百万円） 122,001 143,380 274,029

経常利益 （百万円） 26,150 26,479 43,422

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 17,165 18,671 27,986

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 22,439 15,870 36,701

純資産額 （百万円） 299,817 326,373 313,841

総資産額 （百万円） 1,236,040 1,287,318 1,252,908

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 49,350.17 53,680.14 80,457.20

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.9 25.0 24.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 35,629 △3,410 50,239

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △26,877 △22,562 △60,321

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 22,359 23,236 △2,802

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 118,341 71,726 74,422

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

当中間連結会計期間における、各セグメントに係る主要な関係会社の異動については、次の通りであります。

（不動産賃貸）

当中間連結会計期間において、NSKRE Australia Pty Ltdは新たに設立したため、連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

営業収益 122,001 143,380 21,378

営業利益 28,288 29,220 931

経常利益 26,150 26,479 328

親会社株主に帰属する中間純利益 17,165 18,671 1,506

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

不動産賃貸 26,993 26,906 △87

不動産販売 78,846 99,829 20,983

フィー 19,463 20,247 784

調整額 △3,301 △3,602 △301

合計 122,001 143,380 21,378

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当中間連結会計期間における、当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績

等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

①　経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いております。一方で、原材料の価格高

騰、国内金融政策の見直し、不安定な為替相場、様々な国際情勢の変化等、経済全体の先行きは不透明な状況が

続いております。

　このような事業環境のもと、当中間連結会計期間の経営成績は、「大崎ブライトタワー（東京都品川区）」の

売却や「大宮スカイ＆スクエア ザ・タワー/レジデンス（さいたま市大宮区）」の販売等の不動産販売を主因と

して、営業収益1,433億円（対前年同期＋213億円）、営業利益292億円（同＋9億円）、経常利益264億円（同＋3

億円）、親会社株主に帰属する中間純利益186億円（同＋15億円）となりました。

　セグメント別の経営成績については、以下のとおりであります。

当社グループの経営成績

（単位：百万円）

セグメント別営業収益

（単位：百万円）
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区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

不動産賃貸 8,006 6,004 △2,002

不動産販売 22,457 25,130 2,672

フィー 1,490 1,829 339

調整額 △3,666 △3,743 △76

合計 28,288 29,220 931

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

所有面積（中間期末）

転貸面積（中間期末）

240,865㎡

186,949㎡

248,245㎡

193,850㎡

合計 427,814㎡ 442,095㎡

空室率 6.9％ 2.6％

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

マンション 40,804 62,293 21,489

戸建・宅地 1,824 23 △1,801

その他 36,219 37,512 1,293

合計 78,846 99,829 20,983

セグメント別営業利益

（単位：百万円）

　セグメント別の経営成績については、以下のとおりであります。

イ．不動産賃貸

　不動産賃貸につきましては、オフィスビル賃貸において「品川インターシティ（東京都港区）」や「赤坂

インターシティAIR（東京都港区）」等の空室の埋め戻しにより空室率は低下しました（都心５区でのオフ

ィス・商業ビル稼働率97.4％）。一方で、将来の建替えを見据えた退去に伴う収益剥落等により当中間連結

会計期間の営業収益は269億円（対前年同期△0億円）、営業利益については60億円（同△20億円）となりま

した。

（※）都心５区の賃貸床面積・空室率（オフィス・商業ビル）

（注）１．都心５区とは、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区を指しております。

　　　２．空室率は、所有物件に係る期中平均の数値であります。

ロ．不動産販売

不動産販売につきましては、分譲マンション事業において「大宮スカイ＆スクエア ザ・タワー/レジデ

ンス（さいたま市大宮区）」、「リビオタワー羽沢横浜国大（横浜市神奈川区）」等について計画通り供

給が進み、前年同期との対比はマンション売上計上戸数が1,299戸（前中間連結会計期間839戸）と増加し

ました。また、「大崎ブライトタワー（東京都品川区）」、「LOGIFRONT尼崎Ⅲ（兵庫県尼崎市）」等を

売却したこと等により、営業収益は998億円（対前年同期＋209億円）、営業利益は251億円（同＋26億

円）となりました。

不動産販売の営業収益内訳

（単位：百万円）
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区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

マンション 839戸 1,299戸 460戸

戸建・宅地 97区画 1区画 △96区画

資産、負債及び純資産の状況 （百万円）

区分 前連結会計年度 当中間連結会計期間 増減

総資産 1,252,908 1,287,318 34,409

総負債 939,067 960,945 21,877

（うち有利子負債） 770,556 797,264 26,708

純資産 313,841 326,373 12,532

（うち自己資本） 309,282 321,808 12,526

自己資本比率 24.7％ 25.0% －

ネットD/Eレシオ 2.3倍 2.3倍 －

（百万円）

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,629 △3,410 △39,039

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,877 △22,562 4,314

財務活動によるキャッシュ・フロー 22,359 23,236 877

現金及び現金同等物の中間期末残高 118,341 71,726 △46,615

売上計上戸数

（注）　共同事業物件については、当社事業割合に応じた戸数を記載しております。

ハ．フィー

フィーにつきましては、仲介手数料や管理受託報酬が増加したことにより、当中間連結会計期間の営業収益

は202億円（対前年同期＋7億円）、営業利益は18億円（同＋3億円）となりました。

②　財政状態の状況

　当中間連結会計期間末における財政状態は、総資産残高が１兆2,873億円となり、仕掛不動産や有形固定資産

の増加等により前期末から344億円増加しました。

（負債）

　負債残高については9,609億円となり、有利子負債267億円の増加等により前期末から218億円増加しておりま

す。

（純資産）

　純資産残高については、前期末比125億円増加の3,263億円となりました。

（注）ネットD/Eレシオ=(有利子負債－現金及び預金）／自己資本

③　キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び預金の残高は717億円となり、前中間連結会計期間と比較して466億円の

減少となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、34億円の資金減少（対前年同期△390億円）となりました。これ

は、税金等調整前中間純利益262億円等の資金増加の一方で、仕入債務の減少181億円、棚卸資産の増加119億

円等の資金減少があったものであります。
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設備の名称 所在地
セグメント

の名称

主な

用途

土地面積

㎡

延床面積

㎡

帳簿価額（単位：百万円）

土地 建物 その他 合計

MFLP・LOGIFRONT

東京板橋

東京都

板橋区
不動産賃貸

物流

施設
91,255 256,157 － 18,192 78 18,271

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、225億円の資金減少（対前年同期＋43億円）となりました。

これは、有形固定資産の取得215億円等の資金減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、232億円の資金増加（対前年同期＋8億円）となりました。これは、

長期借入金の調達338億円や社債発行による資金調達139億円等があった一方、長期借入金の返済269億円等を

実施したことによるものであります。

(2）研究開発活動

　該当事項はありません。

(3）主要な設備の新設、除却等の計画

当中間連結会計期間において、「MFLP・LOGIFRONT東京板橋（東京都板橋区）の新設により当社グループの主要

な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりであります。

（注）帳簿価額のうち、その他には土地、建物以外の有形固定資産（建設仮勘定を含む）の合計を表示しており

ます。

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000

甲種類株式 108,699

計 1,108,699

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 239,139 239,139 非上場

当社は単元株制度を採

用しておりません。

（注）１

甲種類株式 108,699 108,699 非上場

当社は単元株制度を採

用しておりません。

（注）１、２

計 347,838 347,838 － －

②【発行済株式】

　（注）１　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

２　甲種類株式の内容は次のとおりであります。

(1）議決権条項

甲種類株式を有する株主（以下「甲種類株主」という。）は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会において議決権を有しない。

(2）剰余金の配当

①　剰余金の配当

当社は、普通株主又は普通登録株式質権者に対して剰余金の配当（以下「普通株式配当」という。）を

行うときは、当該普通株式配当の基準日と同一の日を基準日として、甲種類株主又は甲種類株式の登録

株式質権者（以下「甲種類登録株式質権者」という。）に対して、次に定めるところに従って、剰余金

の配当を行う。

イ　甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対して交付する配当財産の種類

当該普通株式配当における配当財産の種類と同一とする。

ロ　甲種類株式１株につき交付する配当財産の価額

当該普通株式配当において普通株式１株につき交付する配当財産の価額と同額とする。

ハ　優先順位

甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対する剰余金の配当と普通株主又は普通登録株式質権者に

対する剰余金の配当における支払順位は同順位とする。

②　非参加条項

当社は、上記(2)－①ほか、甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対して剰余金の配当を行わない。

(3）残余財産の分配

当社は、残余財産の分配を行うときは、甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対して、次に定めるとこ

ろに従って、残余財産の分配を行う。

①　甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対して交付する残余財産の種類

普通株式について交付する残余財産の種類と同一とする。

②　甲種類株式１株につき交付する残余財産の価額

普通株式１株につき交付する残余財産の価額と同額とする。
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甲種類株主の有する普通株式及び甲種類株式の総数
＋

甲種類株主株式等所有比率＝

甲種類株主の有する新株予約権（行使期間の初日が到来していないも
のを除く。）の目的である普通株式の総数

当社の普通株式及び甲種類株式の発行済株式（自己株式を除く。）の
総数

＋
当社の第一種優先株式の発行済株式に係る払込金額の総額を当該時点
における当社の普通株式の１株当たり純資産額（次の算式により計算
する。）で除して得た数（その数に１に満たない端数があるときは、
これを切り捨てるものとする。）

＋
当社の新株予約権全部の目的である普通株式の総数

会社法施行規則第25条第３項に定める基準純資産額（注）
－

普通株式の
１株当たり
純資産額

＝

第一種優先株式及び第二種優先株式の発行済株式（自己株式を除く。）
の総数 ×1,000万円

普通株式及び甲種類株式の発行済株式（自己株式を除く。）の総数

③　優先順位

甲種類株主又は甲種類登録株式質権者に対する残余財産の分配と普通株主又は普通登録株式質権者に

対する残余財産の分配における支払順位は同順位とする。

(4）取得請求権

①　取得条項

甲種類株主は、2012年10月１日以降、当該甲種類株主の議決権比率（当社の普通株式に係る議決権の総

数に対する当該甲種類株主の有する普通株式に係る議決権数の割合をいう。以下、(4)において同じと

する。）が５分の１を下回る場合には、当社に対して、甲種類株式を取得することを請求することがで

きる。ただし、甲種類株主が取得の請求をすることができる甲種類株式の数は、当該請求に対して下記

(4)－②に基づき普通株式が交付された後における当該甲種類株主の議決権比率が５分の１以上となる

株式数のうち最も少ない数を限度とする。

②　取得と引き換えに交付すべき普通株式数

当社は、甲種類株主が、上記(4)－①に従い取得の請求を行った場合、当該請求に係る甲種類株式を取

得するのと引換えに、当該甲種類株主に対して、甲種類株式１株につき普通株式１株を交付するものと

する。

③　取得請求受付場所

東京都港区赤坂一丁目８番１号

日鉄興和不動産株式会社

④　取得請求の効力発生

取得請求の効力は、取得請求書及び甲種類株式の株券が上記(4)－③に記載する取得請求受付場所に到

着したときに発生する。ただし、甲種類株式の株券が発行されていない場合は、株券の提出は要しない

ものとする。

(5）種類株主総会の決議

当社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令に別段の定めがある場合を除き、

甲種類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

(6）種類株主総会の決議が必要な事項

上記(5)にかかわらず、当社の株主総会において決議すべき事項のうち、次の事項については、当社の株

主総会の決議の時点で、当社の普通株式及び甲種類株式の発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対す

る甲種類株主の有する普通株式及び甲種類株式の総数の割合が３分の１を超える場合、当社の株主総会の

決議のほか、甲種類株主を構成員とする種類株主総会の決議があることを必要とする。

①　会社法第466条に定める定款の変更

②　会社法第199条第１項に定める株式の募集事項の決定

（ただし、当該募集に係る株式の発行又は自己株式の処分の後における甲種類株主株式等所有比率

（下記算式により計算する。以下同じ。）が３分の１以下となるものに限る。）

（注）　会社法施行規則第25条第６項にかかわらず、「募集事項の決定に係る当社の株主総会の決

議の日」を算定基準日として計算する。
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③　会社法第238条第１項に定める新株予約権の募集事項の決定

（ただし、当該募集に係る新株予約権の発行の後における甲種類株主株式等所有比率が３分の１以下

となるものに限る。）

④　会社法第783条第１項又は同法第795条第１項に定める吸収合併契約等の承認

⑤　会社法第804条第１項に定める新設合併契約等の承認

⑥　会社法第467条第１項第１号に定める事業の全部又は同項第２号に定める事業の重要な一部の譲渡に

係る契約の承認

(7）株式の併合又は分割等

①　当社は、普通株式について株式の分割又は併合を行う場合、甲種類株式について、当該株式の分割又は

併合と同時に、当該株式の分割又は併合と同一の割合による株式の分割又は併合を行う。

②　当社は、普通株式について株式無償割当てを行う場合、甲種類株式について、当該株式無償割当てと同

時に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める株式無償割当て又は株式の分割を行う。

イ　当該株式無償割当てにおいて割り当てる株式が普通株式である場合

当該株式無償割当ての割当比率と同一の割当比率にて甲種類株式を割り当てる株式無償割当て又は

当該株式無償割当ての割当比率と同一の割合による株式の分割

ロ　当該株式無償割当てにおいて割り当てる株式が普通株式以外の種類の株式である場合

当該株式無償割当てにおいて割り当てる株式と同一の種類の株式を当該株式無償割当ての割当比率

と同一の比率にて割り当てる株式無償割当て

③　当社は、普通株式について新株予約権無償割当てを行う場合、甲種類株式について、当該新株予約権無

償割当てと同時に、当該新株予約権無償割当てにおいて割り当てる新株予約権と同一の内容の新株予約

権を当該新株予約権無償割当ての割当比率と同一の比率にて割り当てる新株予約権無償割当てを行う。

④　当社は、上記(7)－①～③ほか、甲種類株式について、株式の分割若しくは併合、株式無償割当て又は

新株予約権無償割当てを行わない。

(8）株主との合意による取得

当社は、会社法に定める手続きに従い、甲種類株主との合意により甲種類株式を取得することができる。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－

普通株式

239,139

甲種類株式

108,699

－ 19,824 － 21,269

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本製鉄(株) 東京都千代田区丸の内2-6-1 156,527 45.00

エムエル・エステート(株) 東京都港区虎ノ門1-2-6 41,391 11.90

第一生命保険(株) 東京都千代田区有楽町1-13-1 17,094 4.91

日本生命保険(相) 大阪市中央区今橋3-5-12 16,249 4.67

(株)日立ビルシステム 東京都千代田区神田淡路町2-101 12,820 3.69

みずほリース(株) 東京都港区虎ノ門1-2-6 11,805 3.39

(株)みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 9,640 2.77

積水ハウス(株) 大阪市北区大淀中1-1-88 8,547 2.46

(株)ミリアルリゾートホテルズ 千葉県浦安市舞浜2-18 8,547 2.46

大同特殊鋼(株) 名古屋市東区東桜1-1-10 5,713 1.64

計 － 288,333 82.89

2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

日本製鉄(株) 東京都千代田区丸の内2-6-1 47,828 20.00

エムエル・エステート(株) 東京都港区虎ノ門1-2-6 41,391 17.31

第一生命保険(株) 東京都千代田区有楽町1-13-1 17,094 7.15

日本生命保険(相) 大阪市中央区今橋3-5-12 16,249 6.79

(株)日立ビルシステム 東京都千代田区神田淡路町2-101 12,820 5.36

みずほリース(株) 東京都港区虎ノ門1-2-6 11,805 4.94

(株)みずほ銀行 東京都千代田区大手町1-5-5 9,640 4.03

積水ハウス(株) 大阪市北区大淀中1-1-88 8,547 3.57

(株)ミリアルリゾートホテルズ 千葉県浦安市舞浜2-18 8,547 3.57

大同特殊鋼(株) 名古屋市東区東桜1-1-10 5,713 2.39

計 － 179,634 75.12

（５）【大株主の状況】

　普通株式及び種類株式の合計所有株式数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。
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2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 甲種類株式　108,699 － （注）

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　239,139 239,139 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 347,838 － －

総株主の議決権 － 239,139 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）　甲種類株式の内容は、「１　株式等の状況　(1）株式の総数等　②　発行済株式」に記載のとおりであります。

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号の上欄に掲げる会社に該当しますが、同項ただし書

後段の規定に基づき、連結財務諸表規則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しておりま

す。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 74,422 71,726

受取手形及び売掛金 12,581 4,816

営業出資金 4,081 4,998

販売用不動産 ※２ 103,707 ※２ 69,066

仕掛不動産 223,030 ※２ 274,772

その他 15,897 18,951

流動資産合計 433,720 444,331

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 300,798 329,071

減価償却累計額 △136,006 △140,118

建物及び構築物（純額） ※２ 164,791 ※２ 188,952

土地 ※２ 440,212 ※２ 445,649

建設仮勘定 19,577 ※２ 15,529

その他 14,155 14,447

減価償却累計額 △10,222 △10,499

その他（純額） ※２ 3,933 ※２ 3,948

有形固定資産合計 628,514 654,079

無形固定資産

借地権 ※２ 21,044 21,301

その他 292 265

無形固定資産合計 21,337 21,566

投資その他の資産

投資有価証券 117,904 112,401

長期差入保証金 22,788 27,044

長期前払費用 25,268 24,488

繰延税金資産 869 784

その他 2,635 2,753

貸倒引当金 △159 △157

投資その他の資産合計 169,305 167,314

固定資産合計 819,158 842,960

繰延資産 30 27

資産合計 1,252,908 1,287,318

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 22,388 4,152

短期借入金 － 16,000

１年内返済予定の長期借入金 69,926 79,886

１年内償還予定の社債 10,300 8,300

未払法人税等 7,502 7,862

賞与引当金 2,379 2,358

その他 35,820 46,385

流動負債合計 148,317 164,945

固定負債

社債 55,400 61,250

長期借入金 630,929 627,828

長期預り保証金 60,570 65,826

退職給付に係る負債 4,125 3,970

役員退職慰労引当金 648 516

資産除去債務 2,022 2,024

繰延税金負債 32,034 29,646

その他 5,019 4,936

固定負債合計 790,749 795,999

負債合計 939,067 960,945

純資産の部

株主資本

資本金 19,824 19,824

資本剰余金 45,902 45,902

利益剰余金 208,317 223,858

株主資本合計 274,044 289,586

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 33,489 28,104

繰延ヘッジ損益 301 341

為替換算調整勘定 1,042 3,407

退職給付に係る調整累計額 403 368

その他の包括利益累計額合計 35,237 32,222

非支配株主持分 4,559 4,565

純資産合計 313,841 326,373

負債純資産合計 1,252,908 1,287,318
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

営業収益 122,001 143,380

営業原価 81,972 100,638

営業総利益 40,029 42,742

販売費及び一般管理費 ※ 11,741 ※ 13,521

営業利益 28,288 29,220

営業外収益

受取利息 216 250

受取配当金 348 398

持分法による投資利益 674 20

その他 102 93

営業外収益合計 1,342 763

営業外費用

支払利息 2,579 2,942

その他 901 561

営業外費用合計 3,480 3,504

経常利益 26,150 26,479

特別利益

固定資産売却益 113 －

投資有価証券売却益 41 －

特別利益合計 154 －

特別損失

固定資産除却関連損 161 180

減損損失 1,351 8

特別損失合計 1,512 188

税金等調整前中間純利益 24,792 26,290

法人税等 7,439 7,405

中間純利益 17,352 18,885

非支配株主に帰属する中間純利益 187 213

親会社株主に帰属する中間純利益 17,165 18,671

（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

中間純利益 17,352 18,885

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,932 △5,384

繰延ヘッジ損益 48 40

為替換算調整勘定 1,134 2,364

退職給付に係る調整額 △27 △35

その他の包括利益合計 5,086 △3,014

中間包括利益 22,439 15,870

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 22,252 15,656

非支配株主に係る中間包括利益 186 213

【中間連結包括利益計算書】
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 24,792 26,290

減価償却費 4,600 4,621

のれん償却額 88 －

持分法による投資損益（△は益） △674 △20

有形固定資産売却損益（△は益） △113 －

有形固定資産除却損 161 180

減損損失 1,351 8

投資有価証券売却損益（△は益） △41 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △19 31

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 19 △43

退職給付費用 △40 △51

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △56 △101

受取利息及び受取配当金 △565 △649

支払利息 2,579 2,942

売上債権の増減額（△は増加） 11,125 7,636

棚卸資産の増減額（△は増加） 9,727 △11,996

敷金及び保証金の増減額（△は増加） △1,767 △4,270

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △956 5,256

営業出資金の増減額（△は増加） △480 △917

仕入債務の増減額（△は減少） △7,363 △18,167

未払又は未収消費税等の増減額 2,106 △1,471

その他 1,592 △4,047

小計 46,065 5,230

利息及び配当金の受取額 622 700

利息の支払額 △2,516 △2,954

法人税等の支払額 △8,542 △6,386

営業活動によるキャッシュ・フロー 35,629 △3,410

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △30,913 △21,579

有形固定資産の売却による収入 5,274 －

無形固定資産の取得による支出 △8 △260

投資有価証券及び関係会社株式の取得による支出 △1,229 △1,550

投資有価証券及び関係会社株式の売却による収入 52 －

出資金の回収による収入 806 1,462

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 － △159

長期前払費用に係る支出 △608 △285

その他 △250 △189

投資活動によるキャッシュ・フロー △26,877 △22,562

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,000 16,000

長期借入れによる収入 56,810 33,800

長期借入金の返済による支出 △38,149 △26,941

社債の発行による収入 19,906 13,933

社債の償還による支出 △150 △10,150

リース債務の返済による支出 △68 △66

配当金の支払額 △2,782 △3,130

非支配株主への配当金の支払額 △143 △178

非支配株主への払戻による支出 △63 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー 22,359 23,236

現金及び現金同等物に係る換算差額 93 39

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 31,205 △2,696

現金及び現金同等物の期首残高 87,136 74,422

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 118,341 ※ 71,726

（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

当中間連結会計期間において、NSKRE Australia Pty Ltdは新たに設立したため、連結の範囲に含めておりま

す。また、株式会社テェイスト・ライフは株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

（持分法の範囲の重要な変更）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改 

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

住宅購入者の住宅ローンに対する保証債務 5,634百万円 27百万円

関連会社であるChewathai Estate Co., 

Ltd.の金融機関からの借入に対する債務保

証

300 385

開発型SPCの金融機関からの借入に対する

債務保証
167 167

（中間連結貸借対照表関係）

　１　保証債務

※２　棚卸資産及び固定資産の保有目的の変更

前連結会計年度（2024年３月31日）

　保有目的の変更により、有形固定資産及び無形固定資産から販売用不動産へ28,870百万円振替えており

ます。

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

　保有目的の変更により、有形固定資産から販売用不動産及び仕掛不動産へ5,104百万円振替えておりま

す。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

給料及び手当 1,919百万円 2,049百万円

賞与引当金繰入額 612 703

退職給付費用 115 114

役員退職慰労引当金繰入額 84 91

広告宣伝費 1,317 1,346

租税公課 1,728 1,468

支払手数料 2,203 3,575

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　当社グループにおいては現金及び現金同等物の範囲を現金及び預金勘定としているので、現金及び現金同

等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月23日

取締役会
普通株式 1,913 8,000 2023年３月31日 2023年６月27日 利益剰余金

2023年５月23日

取締役会
甲種類株式 869 8,000 2023年３月31日 2023年６月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月21日

取締役会
普通株式 2,152 9,000 2024年３月31日 2024年６月25日 利益剰余金

2024年５月21日

取締役会
甲種類株式 978 9,000 2024年３月31日 2024年６月25日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２不動産賃貸 不動産販売 フィー 計

営業収益

外部顧客への営業収益 26,685 78,846 16,469 122,001 － 122,001

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
308 － 2,993 3,301 △3,301 －

計 26,993 78,846 19,463 125,303 △3,301 122,001

セグメント利益又は損失（△） 8,006 22,457 1,490 31,955 △3,666 28,288

不動産賃貸 不動産販売 フィー 全社・消去 合計

減損損失 1,351 － － － 1,351

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△3,666百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,666百

万円であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額

（注）２不動産賃貸 不動産販売 フィー 計

営業収益

外部顧客への営業収益 26,588 99,829 16,961 143,380 － 143,380

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
317 － 3,285 3,602 △3,602 －

計 26,906 99,829 20,247 146,983 △3,602 143,380

セグメント利益又は損失（△） 6,004 25,130 1,829 32,963 △3,743 29,220

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△3,743百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,743百

万円であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

不動産賃貸セグメント 26,685 26,588

不動産販売セグメント 78,846 99,829

フィーセグメント 16,469 16,961

合計 122,001 143,380

顧客との契約から生じる収益 95,778 117,571

その他の収益（注） 26,223 25,809

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）等に基づ

く賃貸収入等が含まれております。

前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益 49,350.17円 53,680.14円

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 17,165 18,671

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
17,165 18,671

普通株式の期中平均株式数（株） 347,838 347,838

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．普通株式には、甲種類株式を含んでおります。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

2024年５月21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(1）配当金の総額………………………………………3,130百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………9,000円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月25日

（注）2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年11月12日

日鉄興和不動産株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 竹之内　和徳

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 田島　哲平

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄興和不動産

株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日鉄興和不動産株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。



（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


